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1．はじめに

リース取引は、第2次大戦後の米国で、機械・設備を調達するための手段として登場し、

発展してきたものである。わが国においては、昭和38年以降広範に普及し、現在では、幅

広い分野の業種で利用が行われている。

現在、産業界でリース取引と呼ばれているものの多くは、いわゆるファイナンス・リー

ス取引である。ファイナンス・リース取引とは、特定の機械・設備を調達しようとする商

人に対しその購i入資金を貸付ける代わりに、リース業者が自己の名で機械・設備の販売業

者から当該目的物を購入し、それをユーザーに賃貸して使用させ、ユーザーが約定の期間

に支払うリース料をもって、物件購入代金、金利、諸手数料等を回収するものである1。

ファイナンス・リース取引が広範に普及した理由として、機械・設備の購入による一時

的な資本投下を回避することができるという資金上の利点とともに、賃借人が享受するこ

とができる税制上の利点をあげることができる2。ある法人もしくは居住者が減価償却資産

1　江頭憲治郎『商取引法（第5版）』197頁（弘文堂・2009年）。

2　潮見佳男『契約各論1一総論・財産権移転型契約・信用供与型契約一』375頁（信山社・2002年）。
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を自ら所有せずに、リース取引による賃借を選択した場合、支払リース料はその法人もし

くは居住者の損金又は必要経費となり（法人税法22条3項、所得税法37条）、それにより所

得を減額することができる。もし、当該資産の耐用年数より短いリース期間を設定すれば、

早期の損金又は必要経費算入が可能となる。このようにして、賃借人は税制上の利点を享

受することができる。すなわち、リース取引を行うことで、明文で認められていない加速

償却と同じ効果を発生させることができるのである3。

リース取引に係る課税制度は、このような賃借人が享受することができる税制上の利点

を制限することを中心において設計されてきたといっても過言ではない。課税庁はこれを

課税上の弊害とみなし、当初は通達において対処してきた。昭和53年に通達を発給して以

後、通達のみでリース取引を規制していたため、リース取引は通達課税の温床と言われ続

けてきた。その批判に対処するため、平成10年度の改正で、省令たる法人税法施行令およ

び所得税法施行令にリース取引に係る課税規定が置かれ、ようやくその後の平成19年度改

正において、本法たる法人税法および所得税法にその規定が置かれることになった。

税制上の利点が制限されながらも、平成2年度から平成18年度までにおけるリース取扱

高は毎年度7兆円以上を記録し、民間設備投資額に占めるリース設備投資額の割合につい

ても毎年度7％以上を占めるに至っており、リース取引はわが国の設備投資の有効な手段

として確固たる地位を築いてきた4。しかし、リース取扱高は平成18年度以降減少の一途を

たどることになる。平成20年度のリース取扱高は、前年度と比べて15．3％減の6兆564億円

となり、3年連続でマイナスとなった5。リース取扱高の減少については、いろいろな理由

が考えられるが、リース取引そのものの魅力が薄れてきたと考えることも可能であろう。

リース取引は設備投資を行う際の一手段であり、リース取引の魅力が失われることは、企

業の意思決定の選択肢を減らしてしまう結果となる。

昭和63年に、社団法人リース事業協会が行ったりース取引の利用者に対するアンケート

調査によれば、リース取引を利用している理由として、通達においてすでに税制上の利点

が制限されていたにもかかわらず、リース取引の節税効果をあげる利用者が圧倒的に多か

った6。当時は存在していたリース取引の節税効果という魅力が、現行課税制度において失

われてしまい、利用者がリース取引を敬遠することにより、リース取扱高が減少してしま

ったのであろうか。本稿においては、リース取引に係る賃借人に対する課税の沿革を概観

することにより、現行課税制度の問題点を浮き彫りにし、それについて検討を加えること

にしたい。

3　渡辺徹也「赤字法人の思惑」佐藤英明編『租税法演習ノート（第2版）』260頁（弘文堂・2008年）。

4　社団法人リース事業協会「リース統計（2008年度）」2頁http：／／ww．　leasing．　or．　jp／press／09／04．　PDF

（2009／10／01訪問）。

5　社団法人リース事業協会・前掲注（4）1頁。

6　加藤雅信「ファイナンス・リース（1）」ジュリスト948号65頁（1990年）参照。
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リース取引と賃借人の課税（野口）

∬．リース取引に係る賃借人に対する課税の沿革（平成19年度改正前）

1．昭和53年通達発遣前の背景

昭和53年にリース取引に係る課税上の統一的な取扱いを定めた通達を課税庁が発遣する

までは、その取扱いは明確に示されておらず、課税庁は課税上問題のある取引について個

別に対応していた。昭和41年12月に、課税庁は、法定耐用年数6年のプロパンガス用機i器

をその耐用年数より短いリース期間5年で賃借した後、当初の取得価額の10％で賃貸人か

らその機器の譲渡を受けるという予約を付した契約について、それを売買取引として取扱

うとした個別通達（昭和41年12．月26日直審（法）104「資産を譲渡条件付で賃貸した場合等

の法人税の取扱い」）を発遣した。

その後、昭和43年8月に、リース取引に係る課税上の取扱いに関する最高裁の判断が下

される7。事実の概要と判決は以下のとおりである。

この事件は、札幌市が法定耐用年数20年の機械を中小企業者に5年間貸与し、借主が当

初納付金、普通使用料等を完納した場合には、その機械の所有権を借主に無償で移転する

という取引について、札幌税務署長がこれを割賦販売とみなし、賃借人の機械の使用に係

る使用料の損金算入額のうち、減価償却超過部分について更正処分を行ったことに対して

争われたものである。最高裁は、①その使用料は物件の購…入代金と利息の分割弁済を意味

すること、②納付金の完済までその機械の所有権を札幌市に留保する定めは、専ら機械購

入代金の回収確保のためと解しうること、③物件の法定耐用年数20年に比して、機械の使

用期間5年は短いこと、④譲渡条件特約が契約に付されていること、などの理由から、こ

の取引は割賦販売にあたると認定した。

リース取引に関しては、課税上においては上記のようなリース期間が使用可能期間に比

べて短い譲渡条件付賃貸借取引が問題となっていたため、昭和43年12，月に課税庁は、法人

が資産を賃貸した場合において、当該資産を賃貸期間終了の時において賃借人に譲渡する

旨の条件が付されているとき、若しくは、賃貸期間が当該資産の使用可能期間に比し短く

定められている等の事実が存在するときは、賃借人から受ける金銭の額をもって賃貸の際

に当該資産の譲渡があったものとして取扱う、とする国税庁長官通達案（「譲渡条件付賃貸

にかかる資産の収益帰属の特例」）を公表した。

この通達案は、「譲渡条件付賃貸にかかる資産の収益帰属の特例」という見出しになって

いるが、その一番の狙いは、賃借人が法定耐用年数よりも短いリース期間において処理し

た賃借料の損金又は必要経費算入を制限しようとするものであったと思われる。この通達

7　最判昭和43年8月27日税資53号313頁。評釈として、植松守雄「所得税法の諸問題」税引通信45巻14

号41頁（1990年）。なお、本判決後昭和53年通達発遣前における課税庁及びリース業界の対応について

は、瀬川福美「リース取引を巡る法人課税上の諸問題」税務大学校論叢31号15～18頁参照（1998年）。
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案がそのまま適用されると、リース業界は大きな打撃を被ることから、リース会社7社で

結成されたリース事業懇談会は、国税庁に対して陳情書を提出するなどして通達の導入に

反対した。その結果、この通達案の導入は見送られることになった。

しかし、その後も、リース期間がリース物件の法定耐用年数に比して著しく短いリース

取引については、税務当局から指摘されることが多かったため、リース事業懇談会が解散・

発展した組織である社団法人リース事業協会の税務会計委員会は、リース取引の課税上の

取扱いについて検討を行い、「一般的にリース業界における取引慣行として定着しっっあっ

た法定耐用年数の概ね50％程度をリース期間とすることを業界としての基準として設定す

る。50％基準のリース期間を下回る特殊な契約を行う場合は、合理的で納得のいく説明が

当局に対して行えるよう、資料の準備が必要である」とする内容の申し合わせ事項を作成

し、同協会の会員に対して自主規制を行うことを理事会で了承した8。

以上が、昭和53年にリース取引に係る課税上の統一的な取扱いを定めた通達を課税庁が

発遣するまでの背景であるが、ここから、課税庁は、リース期間が法定耐用年数に比して

短く設定されたもので、かつ、リース期間後に賃借人にその物件が譲渡されることが予定

されている取引について問題即していたことが読み取れる。

2．昭和53年通達の概要

課税庁が公表した通達案である「譲渡条件付賃貸にかかる資産の収益帰属の特例」は、

リース業界の反対によりその導入が延期されていたが、課税庁は次のような理由でリース

取引に係る課税の取扱いを定めた通達の発遣を検討していた9。①リース取引は、機械設備

等の新しい調達手段として、ますます多くの企業に利用されるようになったこと、②社団

法人リース事業協会の申し合わせ事項は自主規制ルールであることから、同協会の非会員

であるリース会社に対しては、何ら拘束力を有していなかったこと、③他国においてもリ

ース取引に対する税務上の考え方が整備されてきたことlo。そしてついに、昭和53年7月

20日に、リース取引に係る課税上の統一的な取扱いを定めた、直法2－19（例規）、直所3一

25「リース取引に係る法人税及び所得税の取扱いについて」（以下、昭和53年通達という）

8　リース事業協会編『リース事業協会三十年史　さらなる飛躍に向かって』25頁（リース事業協会・2002

@　年）。9　朝長英樹編著『最新リース税制』28頁（法令出版・2009年）。

10 @当時の諸外国のリース取引に係る課税の取扱いを概観すると、ほとんどの国において、一定のリース

取引を延払条件付売買と同様に取扱う課税制度が存在している。米国においては、賃貸借契約と同様

に取扱うリースの要件を法令等で定め、その要件に該当しないリースについては、リース契約を売買

契約として取扱う方法がとられていた。また、ドイツにおいては、一定のリ∵ス契約につき、り一ス

物件が賃借人に帰属するとみなすことにより、結果的に売買契約が行われた場合と同様の課税効果を

導き出す方法がとられていた（南博方一岩崎政明「リース取引と税金」加藤一郎＝椿寿夫編『リース

取引法講座（上）』276～277頁（金融財政事情研究会・1987年））。
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リース取引と賃借人の課税（野口）

が発遣された。

昭和53年通達本文の前に置かれている「趣旨」には、「現在広く一般に行われているいわ

ゆるファイナンス・リース取引については、その経済的実質において一般の賃貸借と異な

る面を有しているところがら、これを一般の賃貸借と同様に取扱うことに課税上弊害のあ

るものも認められるので、個々のリース取引の経済的実質に応じてこれを売買取引等とし

て取扱うこととし、その処理の統一を図ることとしたものである」と書かれている。

昭和53年通達は、まず、リース取引とは次のいずれにも該当する賃貸借契約に係る取引

をいう、としている。①賃貸借期間が定められており、そのリース期間中に支払われる賃

借料の額の合計額が、少なくとも、賃貸をする法人におけるその契約の対象となった物件

の取得価額及びその取引に係る付随費用の額の合計額のおおむね全部を支弁するように定

められていること（以下、フルペイアウトという）、②リース期間中における契約の解除が

禁止されていること（以下、中途解約禁止という）。

次に、リース取引のうち、売買として取扱うリース取引は、次のいずれかに該当するも

のとしている。①リース期間経過後にそのリース物件が無償または名目的な対価により賃

借人に譲渡されるもの、②不動産を対象とするもの、③特別仕様の機械装置等に係るもの、

④仮設資材のようにリース物件の特定が不可能と認められるもの、⑤賃借人が購i入選択権

を有するリースで、リース期間が法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のものは

60％）を下回るもの。また、同通達は、賃借人が購入選択権を有しているわけではないが、

リース期間が法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のものは60％）を下回るもの

については、リース料の一部を前払費用として取扱うとしている。

賃貸借契約が売買として取扱われるリース取引に該当した場合、賃借人はそのリース物

件を賃貸借開始の時に取得したものとして資産に計上するとともに、その取得価額（原則

として、そのリース期間中に支払うべきリース料総額を取得価額とするが、例外として、

そのリース期間中に支払うべきリース料総額から利息相当額を控除した金額とすることも

できる）を法定耐用年数により減価償却し、その償却費を損金又は必要経費に算入するこ

ととなる。したがって、リース期間を法定耐用年数に比して著しく短く設定しても、法定

耐用年数を基礎として計算した減価償却限度額を超える部分の金額については、損金又は

必要経費算入が制限されることになる。また、リース料の一部が前払費用として処理され

た場合も、その部分は資産に計上されることになるため、売買として取扱われるリース取

引に該当した場合と同様に、損金又は必要経費算入が制限されることになる。

さらに、同通達は、中古資産を譲渡したと同時に、リース契約によりその資産を賃借し

た場合において、それが実質的に金融取引と認められるときは、当初からその譲渡がなか

ったものとして取扱うとしている。これは、経済的実質においては、その資産の所有者は

賃借人であるとする課税庁の考え方を反映したものである。

昭和53年通達を概観すると、昭和53年通達前において、課税庁が個別に対応していた事
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案、すなわち、リース期間がリース物件の法定耐用年数に比して著しく短いリース取引に

加え、法形式上の所有権は賃貸人にあるが、実質上は賃借人がその物件を所有していると

同視できるものを規制の対象としたことが読み取れる11。しかし、通達限りで、その要件

に該当したリース取引を売買取引等とみなして、課、二上は賃借人がリース物件の所有者で

あるとしたところに大きな問題があったといえる。

わが国の昭和53年通達立案にあたっては、西ドイツのリース取引に係る課税上の規定が

大きな影響力を与えたといわれている12。西ドイツにおいては、課税上は賃借人がリース

物件の所有者であるとする法的根拠は、旧租税調整法11条4項の「所有者以外の者が、通

常の場合に通常の利用期間につき経済財に対する作用を所有者から経済的に排除できるよ

うに、経済財に対する事実上の支配をなすときは、当該経済財は当該所有者以外の者に帰

属する」との規定に求められている。これに対し、わが国では、その規定に類似するもの

として、法人税法11条および所得税法12条が存在するが、これらのいわゆる実質所得者課

税の原則の規定は、資産又は事業から生ずる収益の帰属判定基準を定めたものであり、賃

借人がリース資産の所有権を取得したとする決め手とはなりえない13、として、昭和53年

通達の問題点を指摘する見解が見受けられた14。

さらに、課税はできるだけ私法を尊重すべきである。リース契約は私法上においては賃

貸借契約であり15、賃貸借契約を税務上において否認することは、同族会社であればとも

11 @昭和53年通達は、賃借人が計上する損金又は必要経費算入を制限することを目的として発遣されたも

のである。それに対して、その後に発言された昭和63年3，月30日直法2－7（例規）、直所3－7、査

調4－5「リース期間が法定耐用年数よりも長いリース取引に対する税務上の取扱いについて」（昭和

63年通達）は、賃貸人が計上する損金又は必要経費算入を制限することを目的としたものである。本

稿は、リース取引に係る賃借人の課税に焦点をあてているため、昭和63年通達は本稿の考察外とさせ

て頂くことにする。
12 @岩崎政明「ファイナンス・リース課税の問題点一日独リース通達の比較研究を中心として」ジュリス

ト861号129頁（1986年）。
13 @実質所得者課税の原則の意義については、課税物件の私法上の帰属について、法形式と法的実質とが

相違している場合には、法的実質に即して課税物件の帰属を判定すべきことを定めたものとする法律

的帰属説と、課税物件の私法上の帰属と経済上（事実上の支配関係）の帰属とが相違している場合に

は、経済上の帰属に即して課税物件の帰属を判定すべきことを定めたものとする経済的帰属説の二つ

の見解が存在する。現在は、法律的帰属説がほぼ通説になっているが、法人税法11条および所得税法

12条の規定を、仮に、課税物件自体の帰属判定に関する規定であると考えたとしても、リース取引に

おいて賃借人がリース物件を所有しているとするためには、経済的帰属説によって解釈するほかない

と思われる。

14 @岩崎・前掲注（12）130頁。
15 @ファイナンス・リース契約の私法上の法的性質に関しては、種々の学説が存在する。以下において、

主要な学説を紹介する。①2者間の賃貸借として捉える説。この説は、リース取引を、サプライヤー

とリース業者との間におけるリース物件の売買契約と、リース業者とユーザーとの問におけるリース

物件の賃貸借契約の二つから構成されているとするものである（来栖三郎『契約法』295頁（有斐閣・

1974年））、②2者間の無名契約とする説。リース業者は、投下資本および諸費用の確実な回収を企図

して、また目的物件が価値減耗の著しい物件であることを勘案し、リース契約においては通常の賃貸
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かく、簡単に割り切って強制することは問題であるとする説も存在していた16。

3．平成10年度改正

平成7年10．月に政府税制調査会に法人課税小委員会が設置され、そこで課税ベースの問

題を中心に検討を行い、平成8年10月に、同委員会はリース取引について次の問題点等を

指摘した17。①ファイナンス・リースは、賃貸人が、リース物件の機能や陳腐化について

責任を負わない、物件の保守管理を行わない、中途解約ができない等の特徴があり、取引

の本質は極めて融資に近いものであることから、経済的実質に応じた課税を行うべきであ

る、②ファイナンス・リースについては、その範囲と課税上の取扱いを再検討した上で、

法制上の整備を図る必要がある、③ファイナンス・リースについて法令上の整備を行う場

合には、他の税目における取扱いも考慮する必要がある。

この中で、特に目を引くものは②である。昭和53年通達限りで、リース取引に係る課税

上の統一的な取扱いを定めていることに批判があったことがここから伺い知ることができ

る。法令上の根拠なく通達限りで取扱いを行うのは、租税法律主義の見地から妥当でない

という批判は他からもあがっていた18。これらの批判を受けて、平成10年度改正で、昭和

53年通達の内容をほぼ取入れたものではあるが、法人税法施行令136条の3および所得税法

施行令184条の2の規定を置くことにより、法令上その取扱いが明定されるに至った。そし

借と異なる種々の特約をなしている。具体的には、借主が期間内において解約ができないこと、リー

ス期間中の物件の滅失、殿損に伴う物件の使用収益不能の危険を借主が負担すること、および、物件

の維持補修は借主が自己の費用でこれを行なうものとされていることなどである。この説は、リース

取引がこのように金融的色彩の強いところがら、リース契約を賃貸借類似の無名契約と見るものであ

る（松田安正「リース契約の法律的検討」自由と正義31巻2号26頁（1980年））、③3者間の契約とす

る説。この説は、リース契約とは、リース業者・サプライヤー・ユーザーの三者間に、一定のつなが

りがある契約であると考えるものである。すなわち、サプライヤー・ユーザー間には、目的物件の売

買もしくは後続する取引全体に対して、何かある前段階的な関係が存することを暗示しているし、ま

た、リース業者・サプライヤー間で締結される契約は、自己完結的ないし孤立的な売買にとどまらな

いで、リース業者・ユーザー問のり一ス契約と連携することが暗示されているとするものである（椿

寿夫「リース取引における当事者論」金融法務事情1130号61頁（1986年））、④2者間の所有権留保売

買契約とする説。この説は、ユーザーの債務不履行にあたっては、ユーザーには残存リース期聞のリ

ース料に相当する額（規定損失金）の支払義務が発生し、リース業者は自己の有する所有権に基づき

当該物件を引き揚げ、その処分代金をもって規定損失金債権の回収を図ろうとするわけだから、実質

的には、リース業者とユーザーとの問の所有権留保売買と同様の担保付売買であるとするものである

（道垣内弘人『担保物権法（第3版）』359～360頁（有斐閣・2008年））。
16 @武田昌輔「リース取引の税務（総説）」税研43号4頁（1992年）。
17 @政府税制調査会「課税ベース各項目に関する審議要録」3減価償却

http：／／㎜．　kantei．go．　jp／jp／zeicho－up／1031／1101zeiO3．　html（2009／10／01訪問）。

18 @例えば、日本税理士会連合会は、リース取引について、「租税負担公平の見地から売買取引として課税

することが適当であるとするならば、実定法においてこの賃貸借を売買とみなす旨の規定が必要であ

ると考える」と提言している（日本税理士会連合会税制審議会「平成9年度諮問に対する答申」2頁）。
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て、これをもって、昭和53年通達は廃止されることになった。

しかし、平成10年度改正の法制化により、法人税法施行令においてリース取引に係る課

税規定が置かれるようになったが、法律レベルでは依然として規定が存在しない状態が続

いた。そしてその後、ようやくこれに手をつけたのが平成19年度改正である。

皿．現行法（平成19年度改正）におけるリース取引に係る賃借人に対する課税

平成10年度改正により、中途解約禁止かっフルペイアウトのリース取引19のうち、実質

的に所有権が賃借人に移転していると同視できるものは、施行令において、売買とされる

リース取引等として処理することが要求されることになったが、同視できないもの（所有

権移転外ファイナンス・リース取引）は、私法上の契約どおりに賃貸借取引として取扱う

こととされていた20。

その点について、平成18年11月15日に開催された政府税制調査会グループ・ディスカッ

ション（第2回）議事録に、実質的に所有権が賃借人に移転していると同視できないもの

であっても、中途解約禁止かつフルペイアウトのリース取引であれば、それを売買取引と

して取扱うべきであるとする、以下の発言が記録されている21。

「リース会計の会計処理の中で最大の論点と申しますのは、所有権移転外のファイナンス・リー

ス取引のお話でございます。これにつきましての会計上の処理につきまして、…現状、ルールとい

たしましては、所有権移転外ファイナンス・リースは売買として処理するのが原則であって、ただ、

例外として賃貸借処理が認められているという整理になっておるわけですが、実務上、ほとんどの

ケースで賃貸借処理が選択されているという実態がございます。これにつきまして、企業会計基準

委員会で見直しを検討されて、…例外処理を廃止して、基本的に売買処理に一本化しようという方

向であるようでございます。…それでは、税のほうはどうなっておるのか…現実の取り扱いとして

は、ほとんどのケースが賃貸借処理ということになって、課税上、弊害があるものについての売買

処理というのが現状の税務上の取り扱いになっております。…考え方としては、会計で行われてい

る実態とおおむね同じということになっておるわけですが、それでは、今後、会計のほうで考え方

19 @昭和53年通達においては、リース取引となる要件として、フルペイアウトが先に掲げられていたが、

平成10年度改正においては、中途解約禁止が先に掲げられている。この理由は、平成5年6，月に企

業会計審議会が公表した「リース取引に係る会計基準」が、ファイナンス・リース取引の定義として、

中途解約禁止を最初の要件としてあげたことに対応したものと推定される。
20 @平成10年度改正においても、所有権移転外ファイナンス・リース取引を私法上の契約どおりに賃貸借

取引として取扱うこととした理由として、ファイナンス・リース取引の法的実質は法形式と同様に賃

貸借であるとするリース業界の主張に考慮したものと思われる（「リースに係る平成10年度税制改正に

ついて」月刊リース1998年5，月号2頁参照）。
21 @政府税制調査会グループ・ディスカッション（第2回）における小原主税局企画官の発言。

http：／／㎜．　cao．　go．　jp／zeicho／gijiroku／gd2kaia．　html（2009／10／01訪問）。
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を変えていこうかという議論が行われておる時に、税制の面ではどうするのか。適切な対応を検討

していく必要があろうかと思われますが、では適切とは何かということで、視点を2っ挙げさせて

いただいております。1つは、取引の経済的実態に応じた取り扱いをすべきである。この点につき

ましては、会計でありましても、税でありましても、同じではないかということが1点目の視点で

あろうかと思われます。また、もう一つの視点といたしまして、納税者の事務負担というものがご

ざいますので、納税者の事務負担を考慮すれば、会計の処理と税務処理との調和というのを図って

いく必要があるのではないかということがあろうかと思います。」（傍線筆者）

この発言のとおり、平成19年3月30日に、民間が主体となって設立した財団法人である

財務会計基準機構1の独立組織である企業会計基準委員会は、平成5年6，月17日に大蔵大臣

の諮問機関である企業会計審議会が公表した「リース取引に係る会計基準」（以下、平成5

年リース会計基準という）を、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」（以下、

平成19年リース会計基準という）および企業会計基準適用指針第16号「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（以下、適用指針という）の公表により改正した。これにより、平

成5年リース会計基準が所有権移転外ファイナンス・リース取引について容認していた賃

貸借処理は許されないこととなり、経済的実態を反映した処理を行うために、賃借人はリ

ース資産およびリース債務を貸借対照表に計上しなければならなくなった（平成19年リー

ス会計基準10項）22。

この平成19年リース会計基準の考え方にしたがって、税制においても、平成19年度改正

において、売買とみなされるリース取引の範囲を大幅に拡大し、ファイナンス・リース取

引のうち今まで売買とみなされてこなかった所有権移転外リース取引をも、私法上は賃貸

借契約であることを無視して、税法上は売買契約として取り扱うこととした23。立案関係

者は、平成19年度改正について次のように説明している24。

「税制においても、取引の経済的実態に合った処理とすべきという点では企業会計の考え方と異

なることはありません。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引は、経済的実態が売買取引

と同様であるという認識にも相違はないことから、企業会計における見直しを契機として、所有権

移転外ファイナンス・リース取引についても売買取引に準じた処理としたものです。」

前述のように、平成19年度改正前は、昭和53年通達の「趣旨」に書かれてある「課税上

弊害のあるもの」を防止するという目的で、リース取引に係る賃借人に対する課税を規定

22 @資産の部の項目であるリース資産と負債の部の項目であるリース債務を貸借対照表に計上すると、純

資産の額に変動がないにもかかわらず、総資産と負債の総額が増えてしまうため、自己資本比率（純

資産÷総資産）や総資産利益率（利益÷総資産）といった比率が下がることになる。これらの財務比

率の悪化やリース債務という負債の顕在化は、企業の信用能力の低下につながり、借入限度額の引下

げ、社債格付けの低下、株価の低下などを招くことが予想されている（加藤久明『現代リース会計論』

30～31頁（中央経済社・2007年））。
23 @金子宏『租税法（第14版）』282頁（弘文堂・2009年）。
24 @『改正税法のすべて（平成19年度版）』336頁（大蔵財務協会・2007年）。
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していた。ところが、平成19年度改正は、それまでの課税方法がもたらす弊害や税負担回

避といった点には特に言及していないため、表面的には改正の理由は企業会計における取

扱いに準じて行われたと理解される25。以下において、平成19年度改正におけるリース取

引に係る賃借人に対する具体的な取扱いの内容について概観したい。

まず、平成10年度改正において施行令で規定されていたリース取引に係る所得の金額の

計算が、平成19年度改正において本法たる法人税法64条の2および所得税法67条の2にお

いて規定されたことは重要である。法人税法64条の2第3項および所得税法67条の2第3

項は、リース取引とは、中途解約禁止かつフルペイアウトの二つの要件を満たす資産の賃

貸借であるとしており、「内国法人がリース取引を行った場合には、そのリース取引の目的

となる資産の賃貸人から賃借人への引渡しの時に当該リース資産の売買があったものとし

て、当該賃貸人又は賃借人である内国法人の各事業年度の所得の金額を計算する」とされ

た（法人税法64条の2第1項および所得税法67条の2第1項）。

次に、法人税法施行令48条の2第5項5号および所得税法施行令120条の2第2項5号は、

リース取引のうち所有権移転外リース取引とは、以下の①～④のいずれかに該当するもの

以外のものをいうと規定している。言い換えると、以下の①～④のいずれかに該当するも

のは、所有権が移転するリース取引ということになる。①リース期間終了の時又はリース

期間の中途において、当該リース取引に係る契約において定められている当該リース取引

の目的とされている資産（以下この号において「目的資産」という。）が無償又は名目的な

対価の額で当該リース取引に係る賃借人に譲渡されるものであること、②当該リース取引

に係る賃借人に対し、リース期間終了の時又はリース期間の中途において目的資産を著し

く有利な価額で買い取る権利が与えられているものであること、③目的資産の種類、用途、

設置の状況等に照らし、当該目的資産がその使用可能期間中当該リース取引に係る賃借人

によってのみ使用されると見込まれるものであること又は当該目的資産の識別が困難であ

ると認められるものであること、④リース期間が目的資産の減価償却資産の耐用年数、償

却平等に規定する財務省令で定める耐用年数に比して相当短いもの（当該リース取引に係

る賃借人の法人税の負担を著しく軽減することになると認められるものに限る。）であるこ

と。ところで、法人税法および所得税法においては、所有権が移転するリース取引を表す

用語がない。これは、リース取引が行われた場合は、売買があったものとみなすわけであ

るから、賃貸人から賃借人に所有権が移転するのは当然であり、敢えて法令においてその

用語の定義付けを行う必要は無い、と立法担当者が考えたのではないだろうか。金子教授

は、所有権が移転するリース取引に対して「所有権移転型リース取引」という用語を当て

ている26（本稿においても、その用語を使用することとする）。

25 @岡村忠生『法人税法講義（第3版）』217頁（成文堂・2007年）。
26 @金子・前掲注（23）282頁。
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なお、通達は、この「耐用年数に比して相当短いもの」の意義について、リース期間が

リース資産の法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のものは60％）を下回る期間

であるものをいう、としている（法人税基本通達7－6の2－7および所得税基本通達49

一30の8）。これは、昭和53年通達の内容と同じであり、課税庁はこの70％（もしくは60％）

という基準を一貫して崩していない。

最後に、減価償却の方法であるが、所有権移転型リース取引に該当した場合の賃借人は、

原則として、そのリース期間中に支払うべきリース料総額を取得価額として（法人税基本

通達7－6の2－9および所得税基本通達49－30の10）、その減価償却資産の法定耐用年数

に基づき、自己所有の他の減価償却資産と同様の方法により減価償却費を計上する（法人

税法施行令48条の2第1項2号および所得税法施行令120条の2第1項2号）。所有権移転

外リース取引に該当した場合の賃借人は、取得価額の算定方法は所有権移転型リース取引

と同じであるが、取得した減価償却資産をリース期間定額法の方法により減価償却費を計

上する（法人税法施行令48条の2第1項6号および所得税法施行令120条の2第1項6号）。

リース期間定額法とは、取得価額をリース期間にわたり、残存価額をゼロとして定額法で

償却する方法をいう。

ところで、所有権移転外リース取引に該当した場合、賃借人にとっては、リース期間定

額法により減価償却を行っても、平成19年度改正前のように賃貸借処理を行っても、課税

上は同じ結果となる。例えば、リース期間5年（年1回払い・リース回数＝5回、定額法

償却率＝1÷5年＝0．200）、リース料総額600万円の機械に組まれた賃貸借契約が、所有権

移転外リース取引に該当した場合、賃借人がリース期間定額法により減価償却を行うと、1

年間の償却費は、600万円×0．200＝120万円となる。仮に、これを賃貸借処理したとする

と、1年間のリース料は、600万円÷5回＝120万円となり、どちらの処理をしても、損金

又は必要経費の額は同じとなる。

なお、減価償却費を損金に算入するためには、損金経理が必要である（法人税法31条1項、

同法2条25号）。ただし、リース資産につき賃借料（リース料）として損金経理した金額は、

償却費として損金経理をした金額とされるため（法人税法施行令131条の2第3項）、所有

権移転外リース取引について、仮に賃借人が賃貸借処理（リース料として処理）を行って

いたとしても、その金額はリース期間定額法による償却費と認められ、損金算入される額

に影響を与えないことになる。

】V．リース取引に係る賃借人に対する課税の問題点と提言

1．所有権移転外リース取引に係る課税の問題点

ここまで、リース取引に係る賃借人に対する課税の沿革を見てきた。沿革を概観すると、

その課税の中心をなす論点は、リース取引が賃貸借取引として認められるか、それとも売
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買取引等として取扱われるのか、ということであることが判明した。

また、いかなる場合に売買取引等として取扱われることになるのか、ということについ

て、リース期間がリース資産の法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のものは

60％）を下回る期間であるか否か、という基準を課税庁が一貫して用いてきたことにも気

付かされた。課税庁は、平成19年度改正前においては、中途解約禁止かつフルペイアウト

のリース取引について、リース期間が法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のも

のは60％）を下回るか否かということを、売買処理と賃貸借処理とを分ける1っの基準と

して用いていた。同庁は、改正後においては、それを所有権移転型リース取引（売買処理）

と所有権移転外リース取引（売買処理となるが、前述のとおり、賃借人にとっては賃貸借

処理と課税上は同じ効果となる）とを分ける1つの基準として用いている。

この基準は、賃借人にとって、損金又は必要経費に算入できる金額を決定するものとな

るため、非常に重要なものとなる。昭和53年通達発遣前において、社団法人リース事業’協

会が法定耐用年数の50％以上をリース期間とするリース取引は通常の賃貸借取引として処

理できるとする、自主規制を行っていたのも、それが70％（もしくは60％）にされてしま

うと、リース業界の営業上、重大な影響が生じることになってしまうからである27。

それでは、なぜ、課税庁はリース期間が法定耐用年数の70％〈法定耐用年数が10年以上

のものは60％）を下回るリース取引を課税上弊害のある取引と認定するのであろうか。そ

の点について、昭和53年当時、国税庁法人税課に所属していた小田有学氏の解説によると、

「法定耐用年数の60％から70％に相当する期間をリース期間とする場合と法定耐用年数を

基礎として定率法による減価償却を行う場合とを比較すると、金利を考慮した実質的税負

担がおおむね均衡すること」という理由をあげている28。「法定耐用年数の60％から70％に

相当する期間をリース期間とする場合」というのは、その期間をリース期間として賃貸借

処理する場合という意味で書かれたものと推定される。前述のように、リース取引をリー

ス期間において賃貸借処理する場合とリース期間定額法で減価償却した場合とでは、損金

又は必要経費の額に変わりはない。したがって、小田氏の発言は、ある減価償却資産につ

いて法定耐用年数の70％（もしくは60％）をリース期間とした定額法と法定耐用年数を基

礎とした定率法とが、金利を考慮すると実質的税負担がおおむね均衡すること、と読み換

えることができる29。

しかし、減価償却の制度が設備投資の促進、生産手段の新陳代謝の加速による経済の活

27 @リース事業協会編・前掲注（8）27頁。
28 @小田有邦「リース取引に係る法人税及び所得税の取扱いについて」皆野通信33巻11号185頁（1978年）。

なお、管見の限りでは、この考え方に対して議論が行われた文献を見つけることはできなかった。
29 @安藤次男「ファイナンス・リースと租税回避」税経通信34巻1号28頁（1979年）も同様の見解を示し

ている。
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性化と国際競争力の強化のため、平成19年度に改正が行われた30。平成19年4，月1日以後に

取得する減価償却資産については、取得価額の95％相当額とされていた償却可能限度額お

よび残存価額の制度を廃止し、耐用年数経過時点で1円まで償却できることとなり、定率

法の償却率は定額法の償却率の250％とされた（法人税法施行令48条の2第1項2号ロおよ

び所得税法施行令120条の2第1項2号ロ並びに耐用年数省令別表第8）。これにより、改

正前に比べて、定率法の償却費は早期に、かっ総額として多額に計上されることとなった。

そうすると、改正後は、法定耐用年数を基礎とした定率法が、法定耐用年数の70％（も

しくは60％）をリース期間としたリース期間定額法よりも、金利を考慮した実質的税負担

が少なくなるはずである。このことは、納税者にとってみると、リース取引が所有権移転

外リース取引となりリース期間定額法で減価償却した場合の方が、所有権移転型リース取

引となり法定耐用年数を基礎とした定率法で減価償却した場合よりも、不利になることを

意味する。

また、所有権移転型リース取引は、特別な償却方法（法人税法施行令48条の4および所

得税法施行令120条の3）、特別償却（租税特別措置法42条の5、同法42条の6、同法42条

の7および同法42条の11）および圧縮記帳（法人税法47条および租税特別措置法64条）な

どの減価償却計算に関する特例の適用を受けることができるが、所有権移転外リース取引

はそれらの特例を受けることができない。

2．通達が定めたりース期間の基準に対する提言

上記の点から、所有権移転外リース取引は、課税上の弊害があるとして昭和53年通達発

遣以後現在に至るまで規制の対象とされてきた所有権移転型リース取引よりも、納税者に

とって不利な取引であることに気付かされる。前述のとおり、現行の法人税基本通達7－6

の2－7および所得税基本通達49－30の8は、リース期間が耐用年数に比して相当短いも

のとして、「リース期間がリース資産の法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のも

のは60％）を下回る期間であるものをいう」としているが、その基準を検討すべきなので

はないだろうか。

筆者は、その基準を緩和して、パーセンテージの引き下げを行うことが必要であると考

えている。それにより、所有権移転外リース取引について、現行のルールよりも早期の損

金又は必要経費算入を認めるべきである、という提言を行いたい。

V．企業会計の規定からの検討

上記の提言について、さらに企業会計の規定からの検討も加えてみる。企業会計は、フ

30 @金：子・前掲注（23）289頁。
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アイナンス・リース取引を、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借手

に移転すると認められる所有権移転ファイナンス・リース取引と、それ以外の取引である

所有権移転外ファイナンス・リース取引とに分類する（平成19年リース会計基準8項）。具

体的には、適用指針10項により、次の①～③のいずれかに該当する場合には、所有権移転

ファイナンス・リース取引に該当するものとされる。①リース契約上、リース期間終了後

馬はリース期間の中途で、リース物件の所有権が借手に移転することとされているリース

取引、②リース契約上、借手に対して、リース期間終了後又はリース期間の中途で、名目

的価額又はその行使時点のリース物件の価額に比して著しく有利な価額で買い取る権利が

与えられており、その行使が確実に予想されるリース取引、③リース物件が、借手の用途

等に合わせて特別の仕様により製作又は建設されたものであって、当該リース物件の返還

後、貸手が第三者に再びリース又は売却することが困難であるため、その使用可能期間を

通じて借手によってのみ使用されることが明らかなリース取引。また、適用指針同項は、

所有権移転外ファイナンス・リース取引とは、上記のいずれにも該当しないファイナンス・

リース取引であるとしている。

ここで注目したいことは、税法と企業会計との違いである。税法がいう所有権移転型リ

ース取引は、それに該当するものとして、「リース期間が目的資産の減価償却資産の耐用年

数、償却尋常に規定する財務省令で定める耐用年数に比して相当短いもの（当該リース取

引に係る賃借人の法人税の負担を著しく軽減することになると認められるものに限る。）で

あること」という要件があげられているが、企業会計がいう所有権移転ファイナンス・リ

ース取引についてはこの要件は存在しない。税法がこの要件について重要視していること

を、両者の相違により再確認することができる。

したがって、リース期間がリース資産の法定耐用年i数の70％（法定耐用年数が10年以上

のものは60％）を下回るもので、上記①～③の要件に該当しないリース取引は、税法上は

所有権移転型リース取引となるが、企業会計上は所有権移転外ファイナンス・リース取引

に該当することとなる。税法上は、所有権移転型リース取引については、前述のとおり、

法定耐用年数に基づき、自己所有の他の減価償却資産と同様の方法により減価償却費を計

算することになるが、企業会計上は、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

リース期間を耐用年数、残存価額をゼロとして、定額法等の方法により減価償却費を計算

することとされている（平成19年リース会計基準12項、適用指針28項）。

そうすると、このような取引については、税法上の減価償却費の計算と企業会計上の減

価償却費の計算とに相違が生じることになる。両者の相違は、税法上の所有権移転外リー

ス取引の範囲を、企業会計上の所有権移転外ファイナンス・リース取引の範囲に近づける

ことにより解消されるが、それを実現させる一つの方策として、筆者の提言が考えられる。

リース期間がリース資産の法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のものは60％）

という基準を緩和して、パーセンテージの引き下げを行うことにより、両者の相違は解消
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に向かうことになる。これについては、税法と企業会計とは目的が違うのだから、減価償

却費の計算に相違が生じることは不都合なことではない、という反論が考えられる。しか

し、わが国の法人税法の基本原則の一つである確定決算主義の下においては、納税者の事

務負担を考慮して、両者の調和を図っていくことも大事なことであると思われる31。

VI．おわりに

本稿においては、最近のリース取扱高の著しい減少の一つの理由として、リース取引に

係る課税制度に何らかの問題点が内在していないか、ということについて検討を加えた。

リース取引に係る賃借人に対する課税の沿革を概観することにより判明したことは、課

税庁はリース期間がリース資産の法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のものは

60％）を下回る期間であるリース取引を、昭和53年通達発七時から現在まで一貫して、課

税上弊害のある取引と問題超して、それに対して規制をかけていることであった。しかし、

平成19年度に減価償却の制度が改正され32、その基準を上回るリース期間に設定された所

有権移転外リース取引の方が、納税者にとって不利な取引になることがあり得るという問

題点が、現行制度に内在していることも判明した。

そこで本稿においては、その基準を緩和して、パーセンテージの引き下げを行うことに

より、所有権移転外リース取引について、現行のルールよりも早期の損金又は必要経費算

入を認めるべきである、という提言を行った。この提言が実現すれば、本来は課税上弊害

のない取引として認められてきた所有権移転外リース取引が、納税者にとって不利な取引

として取扱われない結果を導くことができる。また、税法と企業会計との減価償却費の計

算の相違を、一定の範囲内ではあるが解消させることもできる。

リース取扱高は平成21年度も減少傾向に歯止めがかかっていない33。税制度の面からリ

ース取引を現行規定よりも使いやすいものにすることにより、リース取引が設備投資の有

効な一手段であり続けることを期待したい。

31 @確定決算主義とは、会社法上の確定した利益に基づいて、法人税法上の課税所得の計算を行なうこと

を要請する原則を指す（法人税法22条4項および74条1項）。同主義については、渡辺徹也「確定決算

主義の再考」蓮井良憲先生＝今井宏先生古稀記念『企業監査とリスク管理の法構造』591頁（法律文化

社・1994年）、拙稿「確定決算主義の意義と必要性」税法学550号27頁（2003年）参照。
32 @政府税制調査会の議事録や立案関係者の説明などからは、平成19年度の減価償却制度の改正と、平成

19年度のリース取引に係る課税制度の改正との関係を示唆したものは見受けられなかった。
33 @平成21年4．月のリース取扱高は前年同月比22．2％の減少であった。社団法人リース事業協会・前掲注

（4）1頁。また、平成21年5月のリース取扱高は前年同，月比15．6％の減少であった。社団法人リー

ス事業協会「リース統計（2009年5，月）」1頁http：／／㎜．　leasing．　or．　jp／press／09／05．　PDF（2009／！0／01

訪問）。
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